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【用語について】
省エネルギー等に係る課題を有する中小企業等を、以下「支援対象者」という。
本事業における補助事業者のことを、以下「省エネお助け隊」という。

No 区分 質問 回答

1 01_事業要件 体制に含まれる自治体の役割は何ですか。

省エネお助け隊と連携し、下記の役割を担って頂く想定です。
・地域の中小企業に対して本事業の活用を促してもらう。
　具体的には、PFが主催するセミナーへの共催や自治体のwebサイトを用いた普及
啓発活動　等
・自治体の補助金等の施策への本事業の連携
・中小企業を対象とした施策の情報提供　等

2 01_事業要件 エネルギー系専門家は、「熱」および「電気」の専門家の両方必要ですか。 「熱」「電気」の専門家を各1名以上、体制内に含むようにしてください。

3 01_事業要件
自治体、（一財）省エネルギーセンター、他の支援機関、SIIが運営するWebページ等
を経由した支援対象者からの相談等については、どのように対応すればよいですか。

相談等があった場合は、省エネお助け隊から支援対象者へ、必ず電話・メールにてご
連絡をして下さい。

4
02_省エネお助け

隊要件
営利団体（株式会社等）でも、申請することは可能ですか。 可能です。

5
02_省エネお助け

隊要件
個人または個人事業主でも、申請することは可能ですか。 個人・個人事業主の方は対象外となります。

6
02_省エネお助け

隊要件
法人格を有しない団体でも、申請することは可能ですか。

原則不可です。ただし、法人設立準備中である等の事情がある場合は、SIIに個別に
お問い合わせください。

7 03_専門家要件 途中で内部専門家および外部専門家を追加することは可能ですか。

可能です。ただし、支援活動を行う前には、ＳＩＩが指定する研修等の受講が必要で
す。
追加する場合は、事前にSIIに変更内容をご連絡ください。（手続きの方法については
省エネお助け隊に別途ご連絡いたします。）

8 03_専門家要件
省エネお助け隊（自社）の役員・職員を、自社の外部専門家として登録することは可
能ですか。

外部専門家として登録できません。ただし、内部専門家として登録することは可能で
す。
省エネお助け隊の職員・役員が内部専門家として支援を実施する場合、交付申請時
に専門家要件を満たすことができる資格等の証明書を提出してください。
また、内部専門家として従事する際は、時間単価8,000円/時を適用できることを、交
付申請時までに補助事業者内で合意を得ておくようにしてください。

9 03_専門家要件 役員が内部専門家として稼働する場合、どのような手続きが必要ですか。

役員が内部専門家として従事する場合、時間単価8,000円/時にて従事することが可
能か補助事業者内で必ず確認してください。
また従事することが確認できる報酬規程や雇用契約書を提出してください。
ただし、専門家としてではなく、管理運営業務に携わる職員と同様の稼働をする際に
は、従前の報酬規程に則るなど、適切な報酬、時間単価等を設けるようにしてくださ
い。

10 03_専門家要件
国家資格を保有しない場合で、相応の経歴があることを証明できれば、登録すること
は可能ですか。

可能です。ただし、有資格者と同等の能力を有することを、業務経歴書や所属法人か
らの証明書等により示せる場合に限ります。

11 03_専門家要件 所有する資格が要件に該当するか判断ができません。
公募要領に専門家の資格要件を記載しています。公募要領内の資格に合致しない
場合には、ＳＩＩにてご提出頂く証憑を基に個別に審査します。

12 03_専門家要件
専門家要件の「国家資格保有」「10年以上実務経験」について、両方の要件を満たす
ことが必要でしょうか。

いずれかを満たしてください。「10年以上の実務経験」の場合には、エネルギー又は
経営に関連する業務についての実務経歴を、SIIにて審査します。

13 04_中小企業等要件 医療法人、学校法人、宗教法人、協同組合等の法人は支援対象となりますか。
年間のエネルギー使用量（原油換算値）が1,500kl未満である事業所は、支援対象と
なります。

14 04_中小企業等要件
「年間のエネルギー使用量（原油換算値）が、1,500kl未満の事業所」とは、各法人単
位又は各法人が有する事業所単位、どちらで確認すればよいですか。

法人単位ではなく、各法人が有する事業所単位で確認してください。

15 04_中小企業等要件
年間のエネルギー使用量（原油換算値）が、1,500kl未満かどうかは、何をもって判断
すればよいですか。

支援対象者の事業所全体における前年度または直近1年間のエネルギー使用量を
確認したうえで、判断してください。

16 04_中小企業等要件 国や自治体が所有又は運営する施設は支援対象となりますか。 対象となります。

17 04_中小企業等要件 外部専門家が所属する組織は支援対象となりますか。
なります。ただし、外部専門家謝金および旅費等の対象となるのは、支援対象者に所
属する外部専門家以外を派遣する場合に限ります。

18 05_拠点要件 各拠点に職員2名以上の常駐が必要ですか。

各拠点には職員2名以上が専ら活動していることを要件としています。支援対象者へ
の訪問や出張等もあるため、常駐する必要はありませんが、広く支援対象者の相談
を受け付けるよう、体制を整備してください。
また、SIIから拠点担当に連絡をとることがあるため、連絡可能な体制を整備してくだ
さい。

19 05_拠点要件 拠点の電話番号は、携帯電話番号で申請可能ですか。
携帯電話の番号は認められません。固定電話またはIP電話等の番号で申請してくだ
さい。

20 06_支援対象地域 年度途中で支援対象地域を追加することは可能ですか。
可能です。ただし、変更される場合には、事前にSIIに変更内容をご連絡ください。
（手続きの方法については省エネお助け隊に別途ご連絡いたします。）

令和３年度　中小企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業費補助金
地域プラットフォーム構築事業　≪よくある質問と回答≫
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21 07_補助対象経費 補助対象経費の細目ごとに、上限金額はありますか。

補助対象経費の区分（人件費 / 事業費）については、交付決定金額が上限額となり
ます。
補助対象経費の細目（省エネ支援事業費、セミナー等開催費等）については、区分上
限の範囲内であれば流用可能です。交付決定金額内に収まるようにしてください。SII
の中間検査等にて、補助対象経費の細目ごとの費用に疑義がある場合、別途確認さ
せていただきます。

人件費と事業費の金額について、計画変更が必要な場合には、必ずSIIへ連絡し、事
前に計画変更の承認を得るようにしてください。事前に承認が得られない場合、計画
変更を認めることが出来ないため、ご注意ください。

22 07_補助対象経費
SIIが実施する講習会に参加する際の、省エネお助け隊や外部専門家の旅費や人件
費は補助対象となりますか。

旅費は、別途SIIより実費相当額を支給します。
人件費は補助対象となり得ます。講習会の開催の際に個別にご案内します。

23 07_補助対象経費 同一の支援対象者ごとに、支援回数の上限や支援金額の上限はありますか。
上限はありません。ただし、特定の支援対象者に偏ることなく、計画時の支援対象者
に対しても支援が可能なように事業執行するようにご留意下さい。

24 07_補助対象経費 ①人件費と、②事務補助員臨時雇用経費の違いは何ですか。

①人件費
当該組織で雇用される、補助事業に直接従事する者を対象とします。中小企業等と
の相談窓口、専門家のコーディネート、その他補助事業を管理運営するにあたって必
要な業務全般に従事した時間に応じて補助対象経費を計上できます。

②事務補助員臨時雇用経費
事業を実施するために必要な事務作業の業務補助を行う者を対象とします。ただし、
雇用契約書等において補助事業へ従事することが定められている者に限ります。ア
ルバイト等を想定しており、アルバイト等へ支払った賃金等に応じて補助対象経費を
計上できます。

25 07_補助対象経費 事務補助員臨時雇用経費では、通勤手当、法定福利費等は補助対象になりますか。
原則対象となりません。時間単価×従事時間によって計算される範囲で補助対象と
なります。ただし、間接雇用において、人件費単価に含まれる法定福利費等は対象と
なります。

26 07_補助対象経費
同一法人（中小企業等を除く）の1,500kl未満の事業所を複数支援した際に、各事業所
の管理者ではなく、法人本社管理者のみに報告を行う場合、補助対象となりますか。

本社管理者のみへ報告を行う場合、補助対象となりません。個別事業所の各管理者
への報告を行う場合に限り、補助対象とします。

27 07_補助対象経費
支援対象者の事業所以外の場所で報告を行う場合は、専門家謝金等と旅費は補助
対象となりますか。

支援対象者の事業所以外の場所で報告を行うことが合理的に説明可能な場合、専
門家謝金等と旅費は補助対象となります。支援先と報告の場所が変更となる場合に
は、事前にSIIまでご相談ください。

28 07_補助対象経費 専門家の移動時間は補助対象経費に含まれますか。

含まれません。職員が内部専門家として支援に従事する場合も同様です。
ただし、専門家の旅費に係る内規等に日当の定めがあり、出発地から支援先までの
片道の移動距離が100ｋｍを超える場合においては、専門家に対して1日あたり3,000
円（消費税抜き）を上限に補助対象経費として計上可能です。

29 07_補助対象経費 省エネ支援のうち、オンラインで開催して補助対象となるものはありますか。 報告会のみ、オンラインで開催する場合であっても補助対象とすることができます。

30 07_補助対象経費 支援内容から大きな変更が発生した場合、再度契約を締結する必要はありますか。
必要です。支援内容の追加や削除があった場合には、当該契約に係る変更内容や
変更金額に双方合意のうえ、契約変更してください。

31 07_補助対象経費
専門性を有する職員（内部専門家）は、時間単価は全て8,000円で計算されるのでしょ
うか。

内部専門家として、省エネ診断・省エネ支援・事前打合せ（診断前・支援前の打合せ）
に従事する場合、8,000円/時の単価を用いてください。
職員として管理運営業務に従事する場合、人件費単価を用いてください。

32 07_補助対象経費
専門性を有する職員（内部専門家）の省エネ支援事業費について、一律8,000円単価
ではなく、人件費単価での計上は可能でしょうか。

人件費単価での計上は出来ません。必ず、内部専門家として従事する場合は、8,000
円/時で計上してください。

33 07_補助対象経費
支援当日に急遽、見積書の金額以上に省エネ支援事業費が発生した場合、補助対
象となりますか。

補助対象となりません。

34 07_補助対象経費
支援当日に急遽、見積書の時間以上に稼働した場合、超過分は補助対象となります
か。

補助対象となりません。

35 07_補助対象経費 契約書に貼付する収入印紙は、補助対象となりますか。 補助対象となりません。

36 07_補助対象経費 支援対象者の事業所へ車で訪問する場合、ガソリン代等は補助対象になりますか。
車の使用および費用の計上方法が、省エネお助け隊の既存の内規に定められてお
り、かつ、本事業のみで使用したことが何らかの証憑で証明出来る場合に限り、補助
対象となります。

37 07_補助対象経費
省エネルギーの診断等に必要な機器（計測機器等）の購入費や、省エネお助け隊が
使用するPC・プリンタの購入費は、その他諸経費として補助対象となりますか。

購入する場合は補助対象となりません。省エネお助け隊が賃貸・リース契約等をする
場合は、用途と使用期間を補助事業専用であることが客観的・合理的に証明できるも
のに限定し、省エネお助け隊の管理下で使用する場合に限り補助対象となります。

2



令和３年度　中小企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業費補助金
地域プラットフォーム構築事業　≪よくある質問と回答≫

38 07_補助対象経費 補助事業の広報費用は補助対象になりますか。

支援対象地域の支援対象者に対して、省エネお助け隊としての活動に関する情報発
信を行うものは認められます。
なお、事前に広報の内容および方法については、SIIに確認を求めてください。詳細
は、事務処理マニュアルにて明記します。
＜認められる例＞
媒体例）配架チラシ、DM、地方紙広告等、広報地域を限定できるもの。
内容例）相談窓口開設の周知、自治体と連携したセミナー開催の周知等。
※費用対効果が考慮されていること。

39 07_補助対象経費
補助事業に使用する電話代やインターネット利用料、オンライン環境のライセンス料
は補助対象になりますか。

補助対象となりません。

40 99_その他
令和２年度の地域プラットフォーム構築事業から、制度上の大きな変更はあります
か。

大きな変更点は3点です。（1）支援対象者による支援費用一部負担の導入、（2）省エ
ネ支援の実施を促すインセンティブの設定、（3）省エネ診断の区分と省エネ支援内容
の設定方法です。詳細は公募要領をご確認ください。

41 99_その他
隣接する支援対象地域を都道府県全域ではなく市区町村とする場合は、支援対象地
域としては認められますか。

認められます。ただし、補助金上限額として、300万円の追加対象とはなりません。

42 99_その他
市区町村単位で拠点を置き、同一都道府県内で他市区町村を支援対象地域とする
場合は、補助金上限額300万円の追加対象となりますか。

同一都道府県内の他市区町村を支援対象地域とする場合、補助金上限額300万円
の追加対象となりません。

43 99_その他 交付決定時の事業内容（計画）から乖離する場合、どのような対応が必要ですか。

交付決定時の事業内容（計画）から大きく支援回数が減る見込みがある場合、必ず
SIIに連絡してください。SIIから必要な手続きを案内します。
SIIから交付決定した補助金額の増額または減額を指示することがあります。増額の
場合、計画変更がSIIから承認されるまでは、交付決定額を超える支援は補助対象と
して認められませんのでご注意ください。
交付申請においては、適切な事業内容（計画）で申請してください。

3


